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【第一部】

１. 平成２１年３月期の業績
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333311--1). 1). 財務データ①財務データ①

2020年年33月期月期 2121年年33月期月期 対前期比対前期比

売 上 高 11,575 10,170 87.9%

営 業 利 益 776 223 28.8%

経 常 利 益 728 111 15.2%

当 期 純 利 益 434 △ 119 ―

（億円）
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444411--1). 1). 財務データ①＜補足＞財務データ①＜補足＞

（億円）

21年3月期の特別損失の内容

固 定 資 産 除 却 損 22

減 損 損 失 41

事業構造改善費用 24

そ の 他 24

計 111
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555511--2). 2). 財務データ②財務データ②

2020年年33月期月期 2121年年33月期月期 対前期比対前期比

棚 卸 資 産 1,304 1,277 97.9%

有 利 子 負 債 1,885 2,162 114.7%

設 備 投 資 額 589 511 86.7%

減 価 償 却 費 510 558 109.3%

（億円）
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666611--3). 3). 事業事業別売上高別売上高

（億円）

2,245

2,396

423

424

2,338

2,400

565

593

2,442

2,088

495

469

2,521

1,419

546

381

8,303

1,867

2,029

9,546

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

1Q 2Q 3Q 4Q

(92.0%)

※(　　)内は対前期比

21年3月期

20年3月期

工作機械等

21年3月期

20年3月期

機械器具部品

(87.0%)
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777711--4). 4). 地域別売上高地域別売上高

（億円）

1,397

1,484

567

595

434

406

1,564

1,610

603

614

450

414

1,667

1,344

524

490

421

374

1,716

954

625

310

401

262

5,392

2,009

1,456

1,706

2,319

6,344

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

1Q 2Q 3Q 4Q

229

301

243

319

283

301

290

247

159

143

1,045

1,168

0 1,000

0 1,000

※海外については、12月決算であるため、期間に3ヶ月のズレがあります。

※(　　)内は対前期比

(85.0%)

(86.7%)

(85.3%)

(111.7%)

(90.1%)21年3月期

20年3月期

北 米

21年3月期

20年3月期

欧 州

21年3月期

20年3月期

日 本

21年3月期

20年3月期

そ の 他

21年3月期

20年3月期

ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ
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2,245 2,338 2,442 2,521 2,396 2,400 2,088
1,419

138 138 154 164 139 110
△3

△138△1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

20/3期1Q 2Q 3Q 4Q 21/3期1Q 2Q 3Q 4Q

△200

0

200

400

600

800

売上高(左軸) 営業損益(右軸)

6.2% 5.9% 6.3% 6.5% 5.8% 4.6%
△0.2%

△9.7%

営業利益率

8811--5). 5). 事業別営業利益事業別営業利益

（億円）

423
565

495 546
424

593
469

38132

61

44 43
30

60

17
6

0

200

400

600

800

1,000

20/3期1Q 2Q 3Q 4Q 21/3期1Q 2Q 3Q 4Q

0

20

40

60

80

100

工 作 機 械等工作機械等工作機械等

7.8%
10.9% 8.9% 7.9% 7.1%

10.1%
3.7% 1.7%

機械器具部品機械器具部品機械器具部品

※セグメント間の「消去」については記載しておりません。
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1,397 1,564 1,667 1,716
1,484 1,610

1,344
954

105 124 130 131
75 105

△22
△95

△1,000

0

1,000

2,000

3,000

20/3期1Q 2Q 3Q 4Q 21/3期1Q 2Q 3Q 4Q

△200

0

200

400

600

売上高(左軸) 営業損益(右軸)

11--6). 6). 地域別営業利益地域別営業利益

（億円）

7.5% 7.9% 7.8% 7.7% 5.1% 6.5%
△1.7%

△10.0%

営業損益率

567 603
524

625 595 614
490

310

10 12 1
23 13 15 1

△36△200

0

200

400

600

800

1,000

20/3期1Q 2Q 3Q 4Q 21/3期1Q 2Q 3Q 4Q

△50

0

50

100

150

200

250

欧 州欧 州欧 州日 本日 本日 本

1.8% 2.1% 0.4% 3.8% 2.3% 2.6% 0.4%

△11.8%

434 450 421 401 406 414 374
262

16 12 4
21 9 4

△9

△62
△500

0

500

1,000

20/3期1Q 2Q 3Q 4Q 21/3期1Q 2Q 3Q 4Q

△100

0

100

200

229 243
283 290 301 319 301

247

33
44 47

37

55 51 50

23

0

100

200

300

400

20/3期1Q 2Q 3Q 4Q 21/3期1Q 2Q 3Q 4Q

0

20

40

60

80

10014.5%
18.5% 16.9%

12.9%
18.3% 16.2% 16.8%

9.4%3.8% 2.9% 1.0% 5.3% 2.4% 1.1%

△24.0%

△2.5%

ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ北 米北 米北 米

※ 「その他の地域」およびセグメント間の「消去」については記載しておりません。
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２. 平成２２年３月期の事業計画
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1111111122--1). 1). 財務データ財務データ

2121年年33月期月期 2222年年33月期月期 対前期比対前期比

売 上 高 10,170 7,700 75.7%

営 業 利 益 223 △ 200 ―

経 常 利 益 111 △ 220 ―

当 期 純 利 益 △ 119 △ 230 ―

設 備 投 資 額 511 380 74.4%

減 価 償 却 費 558 520 93.1%

（億円）
125.00E U R O

95.00U S $

前提為替レート
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1212121222--2). 2). 事業事業別売上高別売上高

（億円）

4,796

1,017

3,507

850

2,870
(59.8%)

530
(52.1%)

3,780
(107.8%)

520
(61.2%)

6,650

1,050

8,303

1,867

0 2,000 4,000 6,000 8,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000

上期 下期※(　　)内は対前年同期比

(80.1%)

(56.2%)22年3月期

21年3月期

工作機械等

22年3月期

21年3月期

機械器具部品
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1313131322--3). 3). 地域別売上高地域別売上高

（億円）

3,094

1,209

820

2,298

800

636

450
(54.9%)

550
(45.5%)

1,900
(61.4%)

500
(78.5%)

750
(93.7%)

2,400
(104.5%)

5,392

2,009

1,456

950

1,300

4,300

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

上期 下期

620 548

450
(72.5%)

550
(100.5%)

1,168

1,000

150

143

0 1,000

0 1,000

※(　　)内は対前年同期比

(79.7%)

(64.7%)

(65.2%)

(85.6%)

(104.3%)21年3月期

20年3月期

北 米

21年3月期

20年3月期

欧 州

21年3月期

20年3月期

日 本

21年3月期

20年3月期

そ の 他

21年3月期

20年3月期

ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ
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【第二部】【第二部】

1. 1. ２００９年度２００９年度 取り組み姿勢取り組み姿勢

3. 「収益基盤」の再構築

4. 将来の成長に向けた事業戦略の展開

5. まとめ

2. 経営課題と重点方針
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151511. . ２００９年度の取り組み姿勢２００９年度の取り組み姿勢

２００９年度　スローガン

ジェイテクトグループ「総力」の結集による、

『黒字化』への目処づけ

◇現場の変化を自分の目でしっかり捉える

◇現場の変化スピードに即応した、

　　管理サイクルの徹底的な短縮

◇すべての行動を原価低減につなげる

基本姿勢
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1. ２００９年度 取り組み姿勢

3. 「収益基盤」の再構築

4. 将来の成長に向けた事業戦略の展開

5. まとめ

2. 2. 経営課題と重点方針経営課題と重点方針
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1,200

22--11））. . 経営課題と重点方針経営課題と重点方針 現在のマーケット状況現在のマーケット状況

（億円）

08/1-6
平均

7-9
平均

10-12
平均

09/1 09/2 09/3 09/4
07/4 07/7 07/10 08/1 08/4 08/7 08/10 09/1 09/4

（円）

20

40

60

80

07年 08年 09年 10年

世界自動車生産台数世界自動車生産台数

工作機械市場工作機械市場 為替レート為替レート

（百万台）＜＜世界自動車生産台数＞世界自動車生産台数＞

＜＜工作機械市場（日工会）＞工作機械市場（日工会）＞

＜＜為替レート＞為替レート＞

20082008年後半から急激な円高年後半から急激な円高

内需・外需とも受注急減内需・外需とも受注急減

0909年年は先進国を中心に急減は先進国を中心に急減
北米 西欧 日本 新興国

内需 外需

200

400

600

800

1,000

1,400

80

100

120

140

160

USD EURO

出典　ＧＩ 3月版

出典 日本工作機械工業会
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181822--22））. . 経営課題と重点方針経営課題と重点方針

２００９年の市場規模で
利益を確保する
収益体質への変革

為替変動に柔軟に対応
できる企業体質の構築

市場回復時に向けた
事業構造の整備・構築

（１）「収益基盤」の再構築（１）「収益基盤」の再構築

（２）将来の成長に向けた（２）将来の成長に向けた
　　　　　　事業戦略の展開　　　　　　事業戦略の展開

＜経　営　課　題＞ ＜重点方針＞
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1. ２００９年度 取り組み姿勢

3. 3. 「収益基盤」の再構築「収益基盤」の再構築

4. 将来の成長に向けた事業戦略の展開

5. まとめ

2. 経営課題と重点方針
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202033. . 「収益基盤」の再構築「収益基盤」の再構築

3-1). グローバル人員調整と人材有効活用

3-3). グローバル生産体制の再構築

3-2). 設備のグループ内製化拡大

～変動費の完全な変動費化～～変動費の完全な変動費化～

～生産規模に応じた固定費の削減～～生産規模に応じた固定費の削減～

取り組みの着眼点

3-4). 物流改善の取り組み

3-5). 「収益基盤」の再構築のまとめ
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212133--1)1). . ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人員調整と人材有効活用人員調整と人材有効活用 ①① ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人員調整ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人員調整

０８／１０ ０９／１ ０９／４ ０９／７

非正規社員の雇い止め

残業ゼロ化（工場・管理間接部門）

操業短縮

生産応受援

役員・管理職給与カット

実施内容実施内容

＜ジェイテクト＞ ＜海外＞

◇ 非正規社員ゼロ化

◇ 自宅待機

◇ 一時帰休

◇ 希望早期定年退職

◇ 希望退職

実施内容実施内容

地域別人員の推移地域別人員の推移

20

40

60

80

100

日本 欧州 米州 アジア

2008年6月

2009年6月

※2009年6月は2008年6月を100とした場合の指数

全体
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人材有効活用の取り組み人材有効活用の取り組み

人材
プール

ニーズ
プール

マッチング ニーズ登録ニーズ登録

適正配置

人材登録人材登録

Ｂ部署Ａ部署

33--1)1). . ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人員調整と人材有効活用人員調整と人材有効活用 ②② 人材有効活用人材有効活用

需要動向に対応した商品開発

販売技術の強化
重
点
取
り
組
み

＜重点分野へのシフト＞

産業機械市場

設備内製化

新興国市場

商品競争力の向上
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232333--2)2). . 設備のグループ内製化拡大設備のグループ内製化拡大

グループ内製化の拡大グループ内製化の拡大

①内製化のねらい

◇内製化による「生産技術の手の内化」

◇革新設備、工法開発による
　 商品競争力の向上
◇「個別設備開発」から「ライン開発」へ

②内製率の中期目標（単体） ５０％

＜シナジー効果創出の取り組み＞
工作機械事業を基盤とした工作機械事業を基盤とした

モノづくり革新による競争力の向上モノづくり革新による競争力の向上

グループ内製化推進体制グループ内製化推進体制

◇◇ 工作機械技術の活用による工作機械技術の活用による

　　生産技術革新　　生産技術革新

◇◇ 設備の内製化設備の内製化

光洋
機械
工業

豊興
工業

豊幸

光洋
ｻｰﾓｼｽﾃﾑ

ジェイテクト
設備内製化
推進委員会

光洋
電子
工業

豊田
ﾊﾞﾝﾓｯﾌﾟｽ

（％）

10

20

30

40

50

2008年 中期目標

23%

50%50%
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STEP 1STEP 1

現状の生産ラインを

を上げる

増やさずに､生産能力

STEP 2STEP 2

工場内寄せ止め

STEP 3STEP 3

工場間寄せ止め

STEP 4STEP 4

拠点再編
の検討の実施 の実施

33--33)). . グローバル生産体制の再構築グローバル生産体制の再構築 ①① 取り組みの取り組みのSTEPSTEP

取り組みのSTEP取り組みのSTEP

JPS ３本柱の徹底・定着 （可動率・直行率向上､やり終い）

生産品種の集約・物流改善・内製拡大

需要変動に柔軟に対応できる生産拠点再編の検討需要変動に柔軟に対応できる生産拠点再編の検討

欧州欧州 アジアアジア 米州米州

＜ステアリング・軸受＞

◇ 北米生産拠点の再編◇東アジア生産拠点の再編

＜軸受＞＜ステアリング＞

◇ フランス生産拠点の再編
◇ 東欧への生産拠点シフト
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JAVA
（バージニア）

JATV
（テネシー）

JATX
（テキサス）

ギアライン移設ギアライン移設

ギア用部品
加工ライン移設

ギア用部品
加工ライン移設

JATM
（テネシー）

33--33)). . グローバル生産体制のグローバル生産体制の再構築再構築 ②② 寄せ止め等の推進寄せ止め等の推進

北米－ステアリング・駆動事業北米－ステアリング・駆動事業

工場間の寄せ止め・サプライチェーン再構築の推進工場間の寄せ止め・サプライチェーン再構築の推進

ＥＰＳライン寄せ止め

◇ポンプライン寄せ止め

◇ アルミ部品内製拡大

油圧ギアライン
寄せ止め

工場間の
寄せ止め

工場間の
寄せ止め

寄せ止め
サプライチェーン
再構築

寄せ止め
サプライチェーン
再構築

JASC
（サウスカロライナ）

ダンパプーリ
日本へ移設

ダンパプーリ
日本へ移設

ステアリング
生産拠点

駆動
生産拠点
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262633--4)4). . 物流改善の取り組み物流改善の取り組み

日本での改善事例日本での改善事例

＜ステアリングの遠隔地物流改善（奈良県→岩手県）＞

完成品荷姿運送

長距離トラック運送＋船便

ユニット品運送＋お客様の近くで組立

運送効率向上 品質最優先

短距離トラック運送＋JR貨物

改
善
点

効果　物流費削減　１３０百万円／年　→　九州向け物流にも展開効果　物流費削減　１３０百万円／年　→　九州向け物流にも展開

お客様トラックジェイテクト

組
立

盛
岡
駅

名
古
屋

南
駅 JR貨物 トラック トラック

改善前

改善後

北米での改善事例北米での改善事例

改
善
点

価格競争力のある運送会社への変更

定期便から満載不定期便への変更

運送ルート（ミルクラン）への変更

効果　３００百万円／年効果　３００百万円／年

お客様
集荷センター

ジェイテクト お客様
トラック トラック船便（名古屋港→仙台港）トラック
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272733--5)5). . 「「収益基盤」の再構築のまとめ収益基盤」の再構築のまとめ

２００９年度の売上・為替水準で利益を確保する収益体質へ２００９年度の売上・為替水準で利益を確保する収益体質へ

適正なレベルまで
固定費を削減

変動費の
完全な変動費化・低減

損益分岐点
（09年度売上高）

2008年度

1Q 2Q 3Q 4Q

2009年度

1Q 2Q 3Q 4Q

売上高

営業利益

◇ 人員調整

◇ 設備投資圧縮・

　 内製化拡大

◇ 経費削減　etc

◇ 生産体制再構築

◇ サプライチェーン

再構築

◇ 物流改善 etc
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1. ２００９年度 取り組み姿勢

3. 「収益基盤」の再構築

4. 4. 将来の成長に向けた事業戦略の展開将来の成長に向けた事業戦略の展開

5. まとめ

2. 経営課題と重点方針
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292944. . 将来の成長に向けた事業戦略の展開将来の成長に向けた事業戦略の展開

4-1). 今後のマーケット動向

4-2). 新興国市場における事業強化

①軸受・設備関連の事業戦略
② 軸受事業の取り組み
③ 設備関連事業の取り組み

① 自動車部品の事業戦略
② 技術開発の方向性

4-3). 産業機械市場における事業強化
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150%

2007年 2013年 成長率

新興国の成長が顕著 ＆ 小型車の増加が鮮明

△ 2,000 0 2,000 4,000

commercial

(ｾｸﾞﾒﾝﾄ）

(千台）

(百万台） (成長率）

44--1)1). . 今後のマーケット動向今後のマーケット動向 ①① 自動車市場自動車市場

地域別成長率（2007年→2013年）地域別成長率（2007年→2013年） セグメント別増減数（2007年→2013年）セグメント別増減数（2007年→2013年）

出典 ＧＩ 3月版 出典 ＧＩ 3月版

A

B

C

D

E

F
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313144--1)1). . 今後のマーケット動向今後のマーケット動向 ②② 産業機械市場産業機械市場

「風力発電」の新規発電量（世界）「風力発電」の新規発電量（世界）

(ＭＷ）

10

20

30

40

50

60

2007年 2009年 2011年 2013年

「航空機」の生産高（国内）「航空機」の生産高（国内）

2007年 2009年 2011年 2013年

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

（兆円）

2015年

防衛需要

民間需要

米州

欧州
中国・インド・東南アジア

豪州・日本・韓国

その他

出典 ＢＴＭ 出典 共立総合研究所

エネルギー・航空機分野等の継続的な成長分野が健在
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15%

2007年度

44--2)2). . 新興国市場における事業強化新興国市場における事業強化 ①① 事業戦略事業戦略

新興国市場における事業戦略新興国市場における事業戦略

日米欧向け
新興国（日米欧以外）向け

25%

ターゲット

◇生産拠点の新設・増強

◇販売拠点の整備・強化

◇技術開発体制の強化

需要動向の変化を

重点思考で的確に反映した

商品の早期開発

自動車関連分野では新興国市場の重要性が増大

地域別売上構成地域別売上構成

＜これまでの方策＞ ＜今後の方策＞



JTEKT　Corporation

333344--2)2). . 新興国市場における事業強化新興国市場における事業強化 ②② 技術開発の方向性技術開発の方向性

技術開発の方向性技術開発の方向性

◇小型車（A・B・Cセグメント）市場の伸びに対応

◇低価格ニーズに応える価格競争力強化への対応

技術開発のポイント技術開発のポイント

構造構造
簡素化簡素化

機能機能
簡素化簡素化

構造構造
小型化小型化

低コスト化・低コスト化・

小型軽量化の推進小型軽量化の推進

標
準
機
能
（従
来
）

低コスト化

コスト

高
い

安
い

基本機能

操舵性
安全性
・・・・

基本機能

付加機能

快適性
環境性
・・・・

付加機能
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343444--3)3). . 産業機械市場における事業強化産業機械市場における事業強化 ①① 事業戦略事業戦略

軸受・設備関連の事業戦略軸受・設備関連の事業戦略

40%
50%

2007年度 ターゲット

自動車関連向け

産業機械向け

成長マーケットに対応した技術開発・販売体制の強化

重点分野における技術開発力の強化

海外市場での販売技術体制の強化

ジェイテクトグループ連携の強化

方
　
　
策

軸受

事業

設備

関連

事業

顧客別売上構成（軸受・設備関連事業）顧客別売上構成（軸受・設備関連事業）
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技術開発力の強化技術開発力の強化

風力発電

鉄　鋼

工作機械

重
　
点
　
分
　
野

超大型化超大型化

長寿命化長寿命化

超高速化超高速化

生・販・技の融合生・販・技の融合
（コンセプトイン）（コンセプトイン）

リソーセス再配分リソーセス再配分
（自動車→産機）（自動車→産機）

販売体制の強化販売体制の強化

44--3)3). . 産業機械市場における事業強化産業機械市場における事業強化 ②② 軸受事業の取り組み軸受事業の取り組み

KBINKBIN
（バンガロール）

① KOYO BEARINGS INDIA Private Limited

② 2009年4月設立

③ 販売目標 2012年 ２６億円

インド：軸受販売会社設立 中国：販売網の強化・拡充

① 販売技術要員の増強

② 販売代理店網の整備

生産拠点 ５拠点

（大連・無錫・佛山）

販売拠点 ４拠点

（上海・北京・天津・広州）
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横形マシニングセンタ

エネルギー、建機分野

複合化・５軸化のシリーズ化を推進

ＴＧ５複合研削盤

産業機械分野

立形マシニングセンタ

産業機械、航空機分野

設備関連事業のグループ連携設備関連事業のグループ連携

三井精機工業、光洋機械工業との３社連携プロジェクト

◇◇ 要素技術共有による開発効率向上要素技術共有による開発効率向上

◇◇販売リソーセスの相互活用販売リソーセスの相互活用

技術力・技術力・

営業力の強化営業力の強化

太陽光発電用横形炉

太陽光発電パネル

44--3)3). . 産業機械分野における事業強化産業機械分野における事業強化 ③③ 設備関連事業の取り組み設備関連事業の取り組み

産業機械・エネルギー・航空機分野の商品ラインアップ充実産業機械・エネルギー・航空機分野の商品ラインアップ充実

２００９年度２００９年度

１５機種投入１５機種投入
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1. ２００９年度 取り組み姿勢

3. 「収益基盤」の再構築

4. 将来の成長に向けた事業戦略の展開

5. 5. まとめまとめ

2. 経営課題と重点方針
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383855. . まとめまとめ

「収益基盤」の再構築「収益基盤」の再構築

将
来
の
成
長
に
向
け
た
事
業
戦
略
の
展
開

将
来
の
成
長
に
向
け
た
事
業
戦
略
の
展
開

「黒字化」への

目処づけ

新たな時代での

躍進・成長へ

怠
りな
き
備
え

新興国
市場

産業
機械
市場

グループ
連携強化

低コスト
小型軽量
技術開発


